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問い合わせ 総務課（内線２１４）
与 な ど を 公 表 し ま す

� 職員手当は （平成２１年４月１日現在）

区 分 内 容

扶養手当
配偶者 １３，０００円
その他１人につき ６，５００円
１６歳から２２歳の子には５，０００円加算

住居手当

�持ち家の場合
新築・購入から５年間に限り ２，５００円

�借家・借間の場合
月額１２，０００円を超える家賃の額に応じ、
最高２７，０００円まで

通勤手当

�交通機関などの利用者
運賃に応じ月額５５，０００円まで

�自動車などの使用者
片道２km以上で距離に応じ、月額２，０００
円から２４，５００円まで

区 分 期末手当 勤勉手当

期末手当
勤勉手当

６月期 １．４月 ０．７５月
１２月期 １．６月 ０．７５月
職務上の段階などに応じた加算措置……有

退職手当

退 職 事 由 自己都合 定年・勧奨
勤 続２０年 ２３．５０月分 ２７．３０月分
勤 続２５年 ３３．５０月分 ４２．１２月分
勤 続３５年 ４７．５０月分 ５９．２８月分
最高限度額 ５９．２８月分 ５９．２８月分
その他の加算措置
定年前早期退職特例措置（２～２０％）

� 特別職の報酬は （平成２１年４月１日現在）

区 分 月 額 期末手当など

給
料

町 長 ７４４，０００円
６月期 ２．１５月分

副 町 長 ６３７，０００円

報
酬

議 長 ３２０，０００円
１２月期 ２．３５月分

副 議 長 ２８５，０００円
議 員 ２６５，０００円 計 ４．５０月分

� 部門別職員数は
職員数は、一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を有する休職

者、派遣職員を含み、臨時または非常勤職員を除いています。

区 分
職員数

対前年増減 主な増減理由
平成２０年度 平成２１年度

一般行政部門 １５３ １４５ △８ 退職不補充等により
教 育 部 門 ４７ ４３ △４ 〃
消 防 部 門 ５７ ５６ △１ 〃
公営企業等部門 ２６ ２６ ０
合 計 ２８３ ２７０ △１３

� 定員適正化計画の数値目標および進捗状況（定員適正化目標）
平成１７年から平成２２年までの５年間で２０人を削減することとしており、退職者に対し必要最小限の新規採用者を見込み

ながら、業務量と人員のバランス、業務委託の可能性を探るなどさまざまな観点から検討し、人員削減に取り組んでいます。

計画期間始期 計画期間終期 数値目標 対平成１７年増減 進捗率（削減率）
平成１７年４月１日
（２９５人）

平成２２年４月１日
（２７５人）

目標年度までに２０人削減する △２５人 １２５．０％

特殊勤務手当は

全職種

６，３９７千円

１０３，１７７円

２４．２％

９

消防職員手当、保健衛生技術
職員手当、食肉事業センター
勤務手当、税務職員手当など

区 分

支 給 実 績

支給対象職員１人当たり
平 均 支 給 年 額
職 員 全 体 に 占 め る
手当支給職員の割合

手当の種類（手当数）

代表的な手当の名称

時間外勤務手当は

金 額

６４，９９１千円

３９３千円

５６，４９５千円

３５０千円

区 分

支 給 総 額

職員１人当たりの支給年額

支 給 総 額

職員１人当たりの支給年額

年 度

平成２０年度

平成１９年度

１８

広報 養老


